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労働省の職務給制度についての調査(岡和37年9月末現在)によると常用労働者100人以上の企業
1，臼4*-土のうち職務給制度を導入している企業は192ネ1:で全体の12.4%であった(1)。同織に東京商工会
議所が37年9月現在で束、京新券市場上場会社から摘出した674社を対象として行なった職務給実施状
況の調査によると，そのうち回答のあった242社のうち27社11.2%がl除務給を実施していると報告さ
れているω。 乙れら調査によって明らかなように，現在の状況では職務給採用の企業は少数であって
依然として年功序列型賃金休系が支配的である乙とを物語っている。しかし，前述の労働省調査にお
いても， 現行賃金制度に問題があるとしているのは調査企業1383のうち1051社 (76%)であり，また
現行の賃金制度改定の方向については「職務に基づく給与」制度のない企業においても，現行制度iζ
満足していないと答えた企業900社のうち，脱務給 ・職能給へ移行したいとするのが5ω社 (56.6%
)もある。また東京商工会議所調査でも，目下研究中の企業は99社 (40.9%)あり，前述の職務給実
施企業を含めると約52.1%，過半数の企業が!服務給をすでに採用 しているか，あるいはそれをめざし
ているといえる。
個別資本の多くが賃金体系の職務給化に深い関心をもっており，輪郵給の導入を労働組合lζ提案し
てきているが， ζれは臼経連が「昨年，われわれは漸進的職務給化の見解を明らかIζした。しかしな
がら，貿易自由化をはじめとして，諸情勢の急速な変転は，日1務給化の課題を十年から二十年のJl1J悶
ではなく，月前緊急の課題としつつある」として賃金体系近代化を職務給実線iζ求め，さし迫った当
面の目標に採り上げている事lζ相応する印。政府もまたζの職務絵化の要請にζ たえて賃金体系合理
化政策を中心に誘導政策に本格的に乗りだす態勢をとっている。
乙のような資本の側の賃金政策に対する労働組合の側の賃金政策をみると，まず総評は労働組合が
賃金体系iζ関する長期政策をかかげる ζ とには明らかに否定的立場をとっていて，賃金体系問題につ
いては.そのつど状況に応じて組合の統ーをはかる方法で具体的に対処するという方針である向。し
たがって総評の賃金休系についての長期の展望は表明されていないのであるが，資本の提唱する安定
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賃金・職務給化政策を賃金抑制の新しい試みとして反対するとともに， ヨー ロッパなみの賃金を目標
として大巾賃金引上げの獲得・同一労働同一賃金 ・男女賃金格差の撤廃・全国一律段低賃金制の獲得
をかかげ，賃上げは同一労働同一賃金を基礎とし男女差別賃金と年功序列賃金を打依する乙と，その
ためには最低引上げと一律を中心とした要求方針をとるとしている (1903年度運動方針)。
以上のように総評自体としての賃金体系に関する長期政策は明らかにされていないのであるが，総
評F傘下の1l1~のなかには，将来の賃金体系の方向と-して臓種別熟練度別賃金=横断賃率を志向する乙
と，そして，その道程における目標と して未熟練労働者と一人前労働者の最低保障賃金確立をかかげ
ている組合もあらわれている。なおまた，全労会1誌は総鮮の賃金体系問題の考え方とは異なっていて，
「当面の賃金政策について」において職種別横断賃金の確立を指向することを明らかにし.63年度運
動方針によって「賃金体系近代化の基本方向は属人給的な年功序列型賃金体系を克服して，仕事を中
心とし職務iζ結びついた賃金体系へ移行するととにおかねばならない」としている。全労会議は，賃
金体系について一挙に変革を図る乙とは混乱を招くから体系の改普-は漸進的方向をとり，たとえば中
高年屈の年功賃金体系はある時点まで継続を認め，若い労働者に対しては，職務給の導入を行ない，
その併存を検討する必要がある，といっている。中高年間に従来の年功賃金体系，若年労働者lζ職務
給体系という ζの提案が具体的にいかなる内容の賃金体系となるのか，同一企業内で乙のような二本
立て賃金体系が矛盾なく設定される可能性があるのか，どうも見当がつかないが，いずれにしも全労
会磁の考え方は， 職~給 ・ 職務iζ結びついた賃金体系が同一労働同一賃金原則と職種別横断賃金率の
方向へ接近するものとして認めていくという乙とになるのであろう。
以上のように労働組合の賃金体系政策の考え方にはかなり異なった立場があるのであって，特iζ総
書平の第19回大会資料「職務給闘争について」に明磁にあらわれているような，賃金体系の問題を長期
政策の目標として考えるという立場の拒否，したがって，問題を短期的にそのつど闘争という立場で
考えるという事は，たしかに実践的な視角からする政策観であるととは理解できるし，また，闘争指
針としては ζのような夜点からする以外に適切な指導方向を明らかに採り上げられない事も理解でき
るのであるが，それが賃金理論の視点からすれほ，かなり問題となる ζ とを避けられないであろう。
しかし， ζ乙では乙の長期賃金体系観の問題はしばらく借いて，との数年間労資の聞に職務給化政
策をめぐっで，議論が展開されてきた乙と，そしてそのような職務給闘争論の中から，あるいはそれ
に対応するかたちで横断賃率論が出てきたζとを指摘すれば十分である。
2 
職務給化政策および横断賃率設定の是非をめぐる論争が乙乙数年賃金政策に関心をもっ人々の聞で
展開されてきたが，その場合，職務給あるいは横断賃率がわが国の従来の賃金決定の方法である年功
序列型賃金体系の否定であり，相対立する制度として提起されてきている。しかし，職務給制度は企
業内賃金体系であり，それに対して横断賃率は社会的な企業を乙えた賃金水準を意味している職種別
熟練度別の社会的賃率の乙とであるから，乙の職務給と横断賃率が年功序列型賃金制度と相対立する
性質の制度であるという意味も両者について区別して考える必要がある。というのは，企業内賃金体
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系としての職務給体系は，年功賃金の矛盾を克服するものとして資本の側から提・案されながら，具体
化の過程において，たと えば年功賃金制度の要素としての定期昇給制を包摂して，年功賃金制度との
接合的形態あるいは年功賃金制度の再編成の形態となるからである。企業内賃金体系としての年功賃
金制と職務給制とは，企業内賃金支払いの方法として技術治的に癒合しうる可能性があるのであって，
ζれに反して，横断賃率の存在する経済社会の場合には年功序列型賃金体系は成立するζとができな
い。横断貸率の条件と年功賃金制とは基本的に異質的である。乙乙で簡単に職務給 ・横断f賃率 ・年功
序列型賃金体系の三者-の内容を考えてみる乙とにする。
l除務給は，職務分析・職務評価によって職務価{誌を基準として各職務を格付けし，とうして設定さ
れた職務序列lζ基づいて職務を幾つかの職務球iζ分類し，乙の職務霊平均等級男IJ(職級別)Iζ賃金を決
定する制度である。一つの職級iζは一つの賃金が定められるのが，職務給形態の理念からする本来の
在り方であり，各政級間の賃金絡差が乙うして設定される。本来の形態では職務給は昇級制度をとも
なわないものである。そして，職務給はその職務によって賃金をきめる制度であり，その磁務iζ対し
て支払われる制度なのであるから，労働者にとっては聡務を変更しないかぎり賃金は変わらない。い
いかえれば，どんな人がその職務につζ うと賃金は人によって変わる ζ とはない。とのような職務給
は合業lζ対する名職務の貢献度 ・相対的価値の序列iζ延づいて賃金を決定する制度であるから，今ま
での賃金決定が学挺 ・年令・勤続年数を中心とする属人的要因と昇給制度に基礎がおかれていた年功
序列型賃金とは異ーなった賃金形態であるといえるだろう。
次iζ，横断賃金であるが， ζれは西ヨーロツバ諸国においてみられるような，各職認を熟練度の段
階別に分類し，それぞれの段階に最低賃率が企業の枠をζえた産業別の団体交渉によって決定され，
労働協約あるいは賃金協定として設定されている1M度のととである。乙れが典型的に形成されている
のはフランスの場合であろう。そ乙では，全国全産業一律最低賃金制がまず延底iζ設定され，その上
に偉業別統一労働協約による産業別最低賃金が決定されている。乙の労働協約によって，当該産業の
全ての職種が6段階ないし8段階の熟練段階tζ絡付けされているのである。 一般的な例をあげると，
熟練段階は不熟練労働(普通不熟練Ml.重筋不熟練M2).半熟練労働(初級半熟練oSl. 上級半
熟練oS2) .熟練労働(初級熟練oPl.中級熟練oP2.上級熟練oP3) Iζ分類されており，とき
にはその上iζ最高級熟純労働 OHQを置く場合もある。そして，その各段階に最低賃率=賃金がさ
められている。との~低賃金は労働協約のアウトサイダー企業に対しでも拡張適用される 乙 とによっ
て，全ての企業に共通してその賃率 ・賃金の適用が及ぶζとになる。いうまでもなく，その賃事なり
賃金は最低賃率・最低賃金であるから個別企業においてそれ以上の賃金を決定する乙とは何ら差支え
ない。 ζ のような職種別熟練度別機断賃率は閉じように西ドイツ，イタリアにおいても設定されてい
る。乙の横断貨準において，ある験種がどの熟練段階lζ属するかの基準になるのは，その職種に就く
労働者の技能 ・熟練の習得に必要な期間の長短である。したがって，横断賃率の形成には，職業訓1llU!
や技能者箆成段関あるいは技能検定制度などの一般的な普及によると乙ろが多いのであるが，また，
労働者ーのある駁種につくための訓練 ・習得期間の長短という基準について社会的な承認なり慣行があ
るという乙とが乙の場合には必要である。
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次にと ζでζと新しく述べるまでもなく，年功賃金は年令 ・勤続・学歴あるいは性別など労働者の
人としての属性に基つeいて決定される，いわば属人給，個人給である 。それは，まず最初に低い水準
の学歴別 ・年令別初任給から出発して，各人どとに学歴 ・年令 ・勤続年数iζ応じ昇給する。低い初任
給が単身者生計費を前提とする以上，年令増加による生計費上昇に対応して賃金も引上げる生活給形
態をとらざるを得ないわけである。上級の職や役職への昇進・昇絡もとの学歴・年令が最ー大の基準と
なる。乙のように年功序列型賃金においては，学歴 ・年令や性別によって初任給にも差異があり，そ
の上，昇進 ・昇格の仕方や昇給の金額あるいはテンポに差異がつけられていて，それぞれの格差が年
令・勤続年数の経過とともに拡大するように設定されている。乙の点が差別賃金の形態であるとされ
る理由である。
年功賃金形態では，たとえば，主として学歴別に設定された数種の昇給基準線にそって，その上下
に若干の幅をもたせた分布の中に，各労働者は格付けされるのである。乙の個人別格付け，昇給はい
わゆる定期昇給制によってお乙なわれている。その場合， 自動昇給制を査定昇給制K代える乙とによ
って，年功賃金制度はますます賃金体系としての機能 ・労務管理方策としての機能を効果的に発揮す
るととになる。年功序列的昇給，定期昇給が自動昇給制であれば，労働に対する刺激に乏しし、から，
労働者聞に能率競争をひきお乙す要素に欠けるととになる。そとで，乙の定期昇給額を人事考梨によ
って個人個人に差をつけたり，あるいは手当，特K期末手当iζ差等をつける乙とによって，能率刺激
をおとなうととになる。 ζれは同時に，定期昇給源資の配分を労働者閣の競争ととりあいにより行な
わせる事によって，一率自動昇給による昇給源、資増加傾向の抑制をはかる効果とともに，企業や職制
に対する労働者の従j願性を培養し，ひいては組合員怠識を稀薄化するために利用される。乙のように
企業経営の人事管理は，乙の昇給制度が人事考課制の採用を行なう乙とによって，との昇給査定に直
接結びついて効果的lζ実施される乙とになる。乙れによって年功賃金制の運営は完全性を確保する乙
とになる。
なおまた，年功賃金における昇給基準線のカーブ，賃金の分布をみると，初任から中堅に至る部分
が凹型を示しており，ζの形態が資本にとって重要な賃金節約効果を獲得する条件になっている乙と
を明らかにしている。乙の昇給線も大体において45才前後のととろで伸びがなくなり，かなり検iζ折
れた線となる。それから先は僅かずつ昇給が続くが，最後に55才前後の定年退職となる。定年退職制
度によって，老朽化した労働力を，安価な若い労働者に置き替える乙 とになる。その場合，年功賃金
・昇給制度の特色として，昇給所要源貨は，原則として新陳代謝による人件費の自然的減耗で内部的
iζ賄いうるというととである。
永年勤続・生涯濯用の年功賃金制的労働関係iとあっては，労働者は退職にあたって向年分かの賃金
相当分を退識金として受取るζとになる。勤続中の低賃金労働の代償 ・賃金の後払いである。
また，年功賃金制では賃金体系は複雑な内容とその組合せをもって形成されている。基本給以外κ
企業によって数十種類に及ぶ雑多な諸手当や一時金 ・賞与などに賃金が分割されている。その上，な
お種々の企業内福利厚生制度が年功賃金制的労働関係から派生し，逆に年功賃金制を補強する役割を
はたしてきた。
( 4 ) 
山本賃金に関する若干問題 -157ー
諸手当をはじめとする複雑な賃金体系は基本給をできるだけ低水準に設定しておくために形成され
たものであるが，しかし乙のような年功賃金制の中心的給与が基本給である乙とKはかわりはない。
そして基本給自体も単純明解な賃金率ではなく，学盟主 ・年令 ・勤続あるいは職能的要素に及ぶ諸要因
の組合せにより決定されているのである。欧米諸国にみられるように，労働力移動の自由なと乙ろで
は賃金の平準化の傾向を生じるし，賃金体系の内容の標準化も容易となるが，年功賃金制度のもとで
は賃金体系の標準化・単純化の問題も困難なものとなるのである。
乙のように，基本給を中心とする給与管理(初任給，昇給，賞与そ して退職金など)と役職任命，
昇進，考課などの人事管理およびその他の福利厚生制度に至るまでが，一体のものとして年功賃金制
度を形成しているといえよう。以上のように年功序列型賃金はいうまで もなく企業別賃金となる。 こ
のような賃金制度のもとでは労働移動が阻害されるから，企業別に賃金の平準化が回害される乙とに
なる。従がって当然に企業どとに賃金水準が異ってくる。さらに，一般的には大企業の経済力が強い
から中小企業に比較し相対的には高い賃金を支払い得るから，企業規模別賃金格差が生じてく る。 乙
のように，わが国の低賃金構造を基態として，差別と格差をともなった年功賃金制度が成立っている
のである。
以上においてみた職務給，横断賃寧そして年功序列型の説明はいささか賃金体系的視点に重点を置
きすぎたきらいがないではない。 ζれらは単に賃金形態 ・体系の問題として考察されるべきものでは
なく， 社会的経済的諸条件一一社会経済発展の状態やその特殊性の問題から労働組合運動あるいは労
働者の窓識の問題に至るまでの諸条件とも関連して検討されるべきであろう。 しかし，乙れらの問題
が小論の範囲を乙えているという ζとはいうまでもないが，賃金形態 ・体系的視点lζ中心をおいた場
合でも，問題の核心は十分でなくてもそれはそれなりに，かなり明らかになるだろうと考えるのであ
る。
3 
以上に見たように，従来の年功賃金制度を検討すべき要請が資本の側からも出てきており，また労
働者からも種々の批判をこの賃金決定方法は受けているのであるが，乙の制度を全面的に否定できな
い条件がなお存続しているととも事実である。日本経済の特質を規定する低賃金構造に象徴される社
会的 ・経済的諸条件が存在しているかぎり，年功賃金的労働関係の排除を完全にする乙とをえない条
件も存在し続けるものと考えられるのである。
しかし，乙のような年功賃金制度の成立や存続の基底をなす社会的 ・経済的諸条件の依然たる存在
という問題をはなれて考えても，乙の年功賃金制度が労資双方にとって， 一面において，捨て難い長
所をもっている制度として認められている乙と，それははなはだ実利的な函においてであるが，年功
賃金制度に対する執着心の理由となっている。
すなわち， 資本の側からすれば，年功賃金制は，(1)労働者の企業に対する忠誠心 ・企業帰属意識を
養成する，そして，乙れは組合運動のなかに企業意識をもち込み，資本にとって望ましい風潮を生み
出す乙とlζなる， (2)単身者生計費iζ相応する低い初任給を土台とする乙とによって低賃金水準を可能
( 5 ) 
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とする，(3)労働移動を少なくし，したがって労働力の企業外流出による不足現象のお乙るのをまぬが
れる乙とができるなどの利点がある。一方，労働者にとっても，(1)終身雇用制により一生の職の安定
磁保ができる，(2)生活給的形態のもとに年令iζ応じた賃金上昇によって，生計費上昇iζ即応した賃金
に基づく生活の安定感が得られる，(3)能力あるいは能率による賃金形態ではないから，労働者閣の競
争が比較的弱められ，従がって心理的安定を得る乙とができるなどの長所がある。労働者による従来
の賃金制度への執着にはとのような要因が理由となっている場合が多いのである。
もっとも，ζのような長所 ・利点と考えられている点が，そのまま逆の面では欠点としてあらわれ
るのである。たとえば，資本にとっては， (1)労働者iζ対する能力向上 ・競争心 ・能率刺激の面で欠点
となる，とれは純粋な年功昇給 ・自動昇給制の場合はもちろんであるが，査定昇給 ・考課昇給制を採
り入れている場合でも，年功序列型賃金制度のもとでは矢張り弱点としてあらわれる，(2)非能率的な
労働者や不要化した労働者も企業内lLi飼育」しておかねばならない， (3)経済変動や企業経営内の条
件に応じて労働者の解雇や増員を行なう乙とが阻害される，乙れは技術革新進行下では，企業合理化
・設備近代化の最も大きな障害となるのである。同じく，労働者にとっても年功賃金のもつ欠点とし
て次の点が意識されるようになる。すなわち(1)年功賃金体系は終身雇用 ・生活安定の名のもとに低賃
金を作り出す休系であるという非難がおとってくる，(2)同織に，種々の属人的要因に基づく差別賃金
の体系であるという批判がお乙る，また(3)企業に対する忠誠心・企業帰属意識を裏返えせば，従順と
精勤の強制手段であり，それが労働強化・長時間労働 ・低賃金労働に労働者をかりたてる要因になる
ζとなどが，労働者側からマイナスの点として指摘される。
年功賃金体系の廃止と新しい職務給体系採用が問題となる場合IC，以上lζ述べた年功賃金制度をめ
ぐる利害得失が労資それぞれの立場から比較考躍されているのである。したがって，資本側の蹄踏が
ただ労働組合の反対を惹起する乙とをおそれで発生するだけではなく，資本家的立場において新制度
採用によって従来の制度から得ていた利点の喪失がおとる乙とに対する考慮が働いているのである。
また，労働者の税務給反対の原因となっているのも，前述のような年功賃金制度の利点としてあげた
諸点が意識されているのであり，単iζ労働者あるいは労働組合指導者の保守性というだけのものでは
ないのである。
4 
労働者側からの年功序列型賃金iζ対する批判は二つの方向から起ってきている。その一つは労働者
内部の賃金意識の変化である。それは，主として若年労働者から出てきたものであるが， i同じよう
な仕事をしているのに，年とった者の賃金がわれわれ若年労働者の賃金より高いのは不合理である」
という不満であってかなり広汎に存在してきている。そ乙で乙の不満に立脚して，まず若年労働者の
低い賃金の引上げをはかり，その引上げの上!と全体としての低賃金水準の底上げを行なおうとする運
動の推進が起るのである。同一労働同一賃金原則の要求には， 乙のような方向からする，いいかえれ
ば若年労働者の窓識の変化IC基づく年功賃金制への批判が強く働いているζとは事実である。そして
もう一つの方向は，労働組合の組織論における給論から出てくる。 ζれは，企業別組合組織からの脱
( 6 ) 
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皮 ・産業別組織化の促進の要aftである。低賃金からの脱却そして労働組合運動の強化 ・発展のために
は企業別組織の産業別組織化が必要であり，そのためには労働者の企業帰属意識あるいは企業別意識
の経済的基盤である年功序列型賃金制度および労働市場の封鎖性・階層性の打破が条件である，とい
う乙とiζなる。
以上のような労働者側からする年功賃金制や年功賃金的労働関係、の批判が相当広範囲に拡がってき
つつある。そして乙の批判は同一労働同一賃金原則の要求の具体化としての産業別最低賃金論，そし
て産業別段低賃金閤争の自己反省としての横断賃率玲へと展開してきたのである。さらに，乙の年功
賃金制批判は労働組合の賃金政策の長期目標設定論の立場からの横断賃率諭にも結びついているので
ある問。
いずれにしても，横断賃率論は年功賃金制度tζ相対立するものと して提案されているのであるが，
それでは，績断賃2容の形成によって現在のわが国に支配的な年功序列型賃金制度および労働関係、にど
のような変革が起ζ る乙とが想定されているのであろうか。それは概括すれば次の諸点のようなもの
となるであろう。
(1) 横断賃率では，職務 ・職種iζ対する賃金率が社会的にそして産業別に横断的に標準化されてい
るから，必然的lζ企業別窓識 ・企業帰属意識を弱める乙とになる。
(2) 職種別 ・熟練度別横断賃金は， m業種別労働力市場における賃率の統一を窓味するから，いいか
えるとそ乙には労働力の市場価絡の標準化 ・平準化がおとなわれるから.同一労働同一賃金原則の実
現が容易になる。
(3) それには産業別最低賃金飽定が実施されるのであるが，ζの産業別協定の拡鍍適用によって，
中小企業も協定賃金'額以下の賃金支払いができなくなるから，企業規模別格差は総少または解消する
乙とiζなる。
(4) 企業内的年功賃金制度では封鎖的労働市場と終身雇用制が条件として成立するから，労働力の
流動性を随古-し企業定lr性の強化をもとに企業中心精神を培養する乙とになりがちであるが，綴断賃
率の形成は労働力の流動性の解放を促進するから，従がってその条件のもとにおいては企業中心主義
や企業セク ト主義の解消傾向が生れてく るζ とになる。
(5) 横断賃率の設定は，いかなる家族構成の労働者についても最低生活保障賃金としての産業別最
低賃金および全国一律段低賃金制が前提条件となっているから，わが国現在の賃金制度とは異なり最
低生活保障原則が確立される ζ とになる。
(6) 横断賃率は，前述のように最低賃金を基準としてその上に段階的に賃率が設定されるものであ
るから，最低賃金の引上げはその上級の各職種 ・熟練度の労働者の賃金引上げを結果的にもたらす乙
とになる。したがって最低賃金闘争を全労働者のものとして発展させる条件が成立するζとになる。
いわゆる西欧型横断賃率の形成された場合には，以上のような効果をもたらすものと想定されるの
であって，現在年功賃金制度lζ生じている問題点の解消が実現される乙とになるのである。しかし乙
のような形態と内容をもった横断賃率を形成する条件はわが国の現段階では極わめて貧弱であるとい
えよう。まして一挙に実現を期待するがごときととはとうてい不可能である。
( 7 ) 
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横断賃率の提唱者もその多くは一挙的実現論者ではなく て，その第一着手としての産業別最低賃金
の設定を要求しているにすぎないのである。 しかし，乙乙では論ずる余裕はないので他lζ競るとして
結論的にいえば，乙のような産業別最低賃金の設定が可能としても， 乙れが西欧型横断賃率実現にそ
のままつながるものであるかどうかは依然として問題であろう。
横断賃率の形成iζ必要な諸条件としては次のようにあげるζとができるであろう。まず第一1(，賃
金水準が全般的に高い乙とである。少なくとも最低の賃金・賃率によっても標準家族の最低生活費を
まかなう稜度の水準で、あるζとが必要条件である。第二に，横断賃率成立の前提として，企業外に公
的な技能訓練制度や資格検定制度が設定され普及している乙とが必要である。第三には，全般的に賃
金水準を規制するのに有効な全国一律最低賃金制を確立する必要がある。第四に，労働力市場におけ
る労働力移動が自由におとなわれるという条件が心要である。第五κ，大きな規模別賃金格差が無ν
という乙とが必要である。第六には，横断賃率形成のためには産業別組合と資本家団体との聞に賃率
の統一的決定が必要であるが， そのためには産業別団体交渉=統一協定締結という労働慣行が存在す
るととも条件となるであろう。
労働組合の横断賃率の提案に対応するかのように，日経連でもその職務総化の主張と関連させて職
種別横断賃率への展望とその実現の方法論を次のように述べている。すなわち 「乙の実現過程の第一
段階は，大企業の職務給化である。乙の段階で，職務の定型化と標準化とに努力する。第二段階は，
職務給実施の先進的大企業がある程度出揃ったと乙ろで，それらの企業開で(業種別 ・地域別 ・全国
的)共通の標準的な職務(いわゆるキイ・ジヨツプ〉を見いだし，または設定し，乙れについて相互
に賃金比較を行ない(要すれば協定をむすび)標準的職務の賃率を績にそろえる努力をお乙なう。第
三段階は，職務給実施企業がさ らにふえてきたと乙ろで，産業別ないし全国的な団体および政府機関
において， 現在の学歴別年令別賃金統計に並行して楳準的職務についての賃率，実収賃金統計を実施
していく 。かくして同業種同規模聞の標準化に発して，しだいに異業種巽規模聞におよぼして全国的
な標準化を実現していく」というものである(旬。
乙の構想は，第ーに企業別賃金決定の原則にたっているのであって，個別企業で職務絵をできるだ
け広範囲に採用を普及させた上で，各企業のキイ ・ジヨツプの賃率の横断的統ーをおζない，最後に
は職務別賃率についてすべての企業規模を通じた全国的標準化を実現しようとする提案である。乙乙
では職務給から職種別横断f賃率への移行の道程論がのべられているのであるが，しかし，横断賃率は
あくまでも産業別統一協定によって成立するものであるから， 乙の提案の第一段階の個別企業的職務
給化とは異質的な性格のものである。個々の企業中心の職務給化をおし進めたとしても，第二段階と
してのべられているようなキイ ・ジヨツプの統一的賃率の形成が実現できるかどうかは疑問である。
乙の乙とは，たとえば， 八幡・富士 ・日本鋼管の鉄鋼三社は同業種 ・同規模の企業であるが，その職
務総における職務評価の方法や職級・賃率の設定方法も異なっているうえに，また各職務の賃率の幅
も各社異なっている事実によって示されているのである。
すなわち， 企業どとに異なった職務評価と総人件費=賃金源資の総枠内での配分というととからし
て，乙のような横断賃率への移行がたやすく実現すると即断する乙とはできない。
( 8 ) 
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5 
職務給については，戦後初期iζ導入がはかられたがいずれも失敗K終ったのであって，その後32年
以来経営者団体は職務給は当面探用しえないという方針をとってきた。さらに35年以来は漸進的に段
階的iζ導入をはかるという漸進的職務給化政策をとってきたが，一転して37年には「賃金管理近代化
の基本方向Jとして職務給を目的緊急の課題として強力に採用するという方針をとるに至った。 ζの
ように資本側の躍進務給政策は時期lζよって変化してきているわけであるが，乙れは職務給化の条件の
狭備が戦後初期の段階から現在に至るまでの聞に進展してきたという判断にたっているのである。
戦後最初の職務給導入方針の破綻の要因として日経連文書は次のよう iζ掲げている。(1)職務給導入
の基礎的前提であるE義務分析が不十分であった乙と。 (2)磁務給導入が，阻和21年8月22臼アメリカ労
働諮問委員会のわが国における賃金iζ対する批判と勧告を契機としてアメリカ式職務総が導入された
という乙と。すなわち，わが国の賃金事情 ・労使関係の特殊性を無視して採用した乙と。 (3)絵務の未
分化という点である。わが国では験務自体の標準化 ・国定化あるいは職務椛限の明政化が欠如してい
るという乙とである。 (4)賃金水準が低かったという乙と。 (5)企業経営側においても労働組合の生活給
を主体とするベースアップ闘争の応酬にいとまがなく，人事管理体系が未盤的で混乱していた ζ と。
そして(6)として，企業および労働組合側における保守的な態度があげられている。以上の諸点が最初
の職務給政策の破綻の原因とされているのである的が， 乙れらの失敗の条件が現在解消したかどうか
は問題があると思われるが，ζ 乙数年来ふたたび職務給化の促進が提起されてきているのである。そ
の場合，客観的条件の変化としてみ;の点が指摘されている。すなわち(1)賃金水俸の上昇.(2)企業経営
の改善 ・充実化.(3)技術革新lζ伴う諸変化，すなわち職務概念の明確化の要求，労働力の質的変化の
要求.(4)貿易自由化問題にともなう賃金合理化 ・近代化促進の要請.(5)雇用構造の行き詰りの表面化
すなわち高年令労働者の非能事化ととれに伴う賃金鯨資の膨脹の問題，以上の点が現在の職務給化政
策の客観的条件とされているω。
乙のように種々の条件が述べられているが，要するに乙れらは次のように理解する乙とができるだ
ろう。
その第ーは技術革新による労働の質の変化の問題である。技術革新の進展は，乙れまでの勘やコツ
といわれる長期修得型の熟練の隙慌化および解体をもたらした。そして従来の年lJ的熟練労働者を，
新式機械や設備の操作 ・監視・記録・修理などの技術的知識を中心とする労働者1乙編成持えする必要
を生みだしてきた。すなわち，熟練それ自体の単純化 ・平準化と，そして上級の技術的熟練労働と下
級の非熟練労働への分解傾向がおとっているのである。乙の労働の質の変化の作用は，中高年厄の従
来の熟練労働者の霊張度低下あるいは不盟化をもたらし，若年労働者の重民政:泊大とその大量宿要と
いう事態を招来している。乙の乙とは，いいかえれば中高年熟練労働者の価値低下すなわち低賃金化
を意味し，若年労働者の賃金上保傾向を生ずる ζとになる。
職務給化を要請する条件の第二は，主として大企業における常用労働者の年令別労働力栴成が中高
年届の肥大現象を示めしている乙とである。労働力構成において，ひょうたん型やちょうちん型にな
( 9 ) 
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っている企業が多いのである 0・とのような中高年屈の肥大化現象は将来の企業の発展に障害になると
予想されているのであるが，もちろん現在においても昇給源資の増大傾向を示すものとして負担を感
じさせているのである。技術革新により不要化しつつある乙の年令層についても，年功賃金制度の存
続による昇給制度のあるかぎりは不断に昇給源資そして賃金総額の増加を必要とするととになる。そ
こで，資本にとっては乙の問題を労働移動によって解決する以外lζ最良の方法はないわけであるが，
年功賃金制的労働関係のもとでは労働移動は賃金の大幅低下を意味している。したがって，年功序列
型賃金制をと るかぎりは，労働移動すなわち解雇による賃金源資増加の抑制方策は労働者からの抵抗
により困難となる。 ζの障害を除くためには年令別賃金格差の縮少あるいは解消が必要であり，乙の
ために職務給の設定が要請される乙とになるのである(9)。さらに，資本の立場からすれば，若年労働
者の不足による最近の初任給上昇傾向に対応するためにも，賃金総額低減・増加抑制の必要上からも
企業にとって不要化 ・不適合化の目立つ中高年胞の賃金源資部分の削減または抑制が重要な課題とな
ってきている。
要するに，職務給化は賃金コスト低減 ・賃金総額j省加傾向抑制の政策として具体化を要請されてい
るといえるのである。そのために，現実の体系化にあたっては，中高年層の昇給規制 ・賃金頭打ちの
形態をとり入れるのであって，それは低賃金水準のもとにおいてそのまま年令別賃金格差を縮少させ
る乙とが職務給化の主要な課題のーっとなっていることを示めしている。しかしζのような職務給化
もわが国の場合，一挙に実現をはかる ζ とは困難である。 いわゆる 漸進的職務給形態で職務給の導入
をはかるととになるが，それには年功序列型賃金を全く排除する ζ とはできない。現在のなお低い初
任給を前提とするかぎりは，職務lζ対する賃金決定の原則を貰ぬく乙とは不可能なのであり，何らか
の形態で年功賃金的要素を残存させねばならないことになる。乙の職務給と年功賃金との拡:合 ・癒着
の形態には，職務給と年功序列給の併存型と混合型がある。第一の併存型は賃金を年功賃金部分と職
務給部分に分けて並列させるものであるが，次第に職務給部分の割合をi省大させ，年功賃金部分の停
滞あるいは縮少をはかる方式である。第二の混合型は職務に対する賃率を単一賃率ではなく上下に幅
を設定し，それに年功賃金的要素=たとえば年功昇給制を結合する仕方である。普通の場合，職囲職
務給形態がこの方式として採用される乙とになる。とのいずれの方式をとろうと，日本型職務給は年
功賃金体系の完全な排除ではなく， 職務給と年功賃金の癒 着した形態とならざるをえないととを窓
味している。
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